
 

広 情 個 審 第 ８ ９ 号 

                             平成３１年３月５日 

 

 広島市長 松井 一實 様 

 

 

広島市情報公開・個人情報保護審査会 

会長 田邊 誠 

 

 

   公文書部分開示決定に係る異議申立てについて（答申） 

 

 

 平成２７年１２月１７日付け広施恵第１５４号で諮問のあったこのことについては、別

添のとおり答申します。 

 （諮問第１３０号関係） 
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別添（情報公開関係 諮問第１３０号事案）                  

 

答   申   書 

 

  諮問のあった事案について、次のとおり答申します。 

 【諮問事案】 

平成２７年１２月１７日付け広施恵第１５４号の諮問事案（諮問第１３０号事案） 

平成２７年１０月２１日付けの公文書開示請求に対し、広島市長（以下「実施機関」という。）が同

年１１月２日付け広施恵第１３７号で行った公文書部分開示決定に対する同月１８日付け異議申立て 

 

１  審査会の結論 

実施機関が、上記の公文書開示請求（以下「本件開示請求」という。）に対して行った部分開示決

定は妥当である。 

 

２ 異議申立ての内容 

異議申立人（以下「申立人」という。）の異議申立書等及び口頭意見陳述における主な主張を要約

すると、以下のとおりである。 

 

⑴ 異議申立ての趣旨 

広島市情報公開条例（平成１３年広島市条例第６号。以下「条例」という。）に基づき、申立人

が行った本件開示請求について、上記部分開示決定を取り消し、条例を誤って解釈したため非開示

となっている「異議申立てに対する説明書」（以下「本件公文書」という。）の非開示部分を開示す

るか、非開示理由を正しい理由に変更することを求める。 

 

⑵ 異議申立ての理由 

   申立人は、平成２７年１０月２１日付け開示請求第Ｊ１２５３号によって、諮問第７０号につい

て実施機関が広島市情報公開・個人情報保護審査会（以下「審査会」という。）に提出した本件公

文書等の文書の開示請求を行った。 

   その結果、実施機関は、本件公文書の一部を黒塗りとして開示した。当該黒塗り部分は、申立人

の住所に係る部分を除いては、「特定の団体（以下「本件団体」という。）の活動内容に対する評価」

の記述であり、「公にすることにより、当該団体の事業運営上の地位を害すると認められるもので

あるため」非開示としたとの理由が述べられている。 

しかしながら、この部分は、実施機関が公の機関として客観的に評価して公文書にしたためたも

のであり、公の機関の評価を公表することが、当該団体の事業運営上の地位を害することはない。 
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   本件公文書の黒塗り部分の記述は、申立人が当事者として審査会から入手した文書と照らし合わ

せると、本件団体の活動からかけ離れた、広島市職員による根拠のない思い込みにより記述された

部分である。本件団体自身、「開示によって事業運営上の地位が害されるような記述ではなく、非

開示とする必要はない。むしろ、開示することで事業運営上の地位が害されるのは法人広島市の方

である」と判断している。 

   実施機関は、単なる任意団体ではなく、公共団体であり、その公文書は客観性をもって作成した

「公」の文書として存在するものであるから、隠すことなく、正々堂々と開示すべきものである。

他の団体や個人が作成し実施機関が保有している文書に事業運営上の地位を害するような記述が

あるため非開示とするという判断であれば理解できるが、公共団体である実施機関が自ら作成した

公平な内容の公文書の表現を「事業運営上の地位を害すると認められる」という理由で非開示とす

べきではない。 

非開示部分は、活動内容を正しく判断することなく、根拠なく誹謗中傷する内容で、広島市が感

情的に記述し、また誤解して断定した記述であることは、第三者にも理解できる。これを公にする

ことは、本件団体の不利益ではなく、むしろ広島市自身の不利益となるものである。 

したがって、非開示とするのであれば、公にすることにより本件団体の事業運営上の地位を害す

る、というのではなく、公にすると「広島市」の事業運営上の地位を害する、とすべきである。 

本件団体は非開示の必要はないと考えているが、第三者機関である審査会が、開示すれば本件団

体が誤解されるおそれがあると判断するなら、本件団体のみでなく「広島市の事業運営上の地位を

害する」という非開示理由を追加すべきである。 

 

３  実施機関の主張要旨 

  実施機関の説明書における主な主張を要約すると、以下のとおりである。 

 

公文書開示請求に基づく文書開示は、当該文書の当事者や関係者に対しても、全く関わりを持たな

い第三者に対しても同様に行う制度となっている。 

このため、実施機関としては、全く関わりを持たない第三者が本件公文書を見た場合、申立人の権

利利益や本件団体の事業運営上の地位を害するおそれがあると判断し、当該決定を行ったものである。 

申立人は、別途広島市公文書館を通じて本件公文書を入手し、記載内容を了知しており、その上で、

申立人は、当該文書の非開示部分について非開示とする必要はないと主張している。 

条例第７条第１号において、個人に関する情報は、原則として不開示とするが、例外として本人が

同意していると認められる場合には公開できる、との規定があるものの、法人その他の団体の情報に

ついては同様の規定がない。そもそも、実施機関は開示請求時点において、申立人及び所属する本件

団体が公開に同意しているとの認識もなく、本件部分開示決定を行ったものであるが、本件について

も、当該規定が適用できるのであれば、実施機関としては、本件公文書の非開示部分を開示すること

をためらうものではない。 
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審査会に、当該規定の適用の有無について諮問を行い、その結果をふまえて、しかるべき対応を行

いたい。 

 

４  審査会の判断理由 

  当審査会としては、本件不開示部分（個人に関する情報を除く）について必要な調査を行い、条例

に則して検討した結果、以下のとおり判断する。 

 

  本件不開示部分には、本件団体の活動内容に対する評価が記述されている。これらの情報は、本件

団体の事業運営上の地位を害するおそれがあると判断されるから、条例第７条第２号に該当するもの

と認められる。 

なお、申立人は、本件団体自身が非開示の必要はないと考えている旨主張するが、条例第７条第２

号は、当該法人等が個別に公にすることについて同意しているか否かにより、開示不開示を判断する

こととしていないから、申立人の主張を採用することはできない。 

  したがって、本件不開示部分（個人に関する情報を除く）については条例第７条第２号に該当し、

不開示とすることが妥当である。 

 

５ まとめ 

以上により、「１ 審査会の結論」のとおり判断する。 
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別紙１ 

審査会の処理経過 

 

年  月  日 処  理  内  容 

  ２７．１２．１７  広施恵第１５４号の諮問を受理（諮問第１３０号で受理） 

 

 ３０．１１．１６ 

（第１回審査会） 

第１部会で審議 

 ３０．１２．１９ 

（第２回審査会） 

第１部会で審議 

 ３１．１．２３ 

 （第３回審査会）  

第１部会で審議 

 ３１．２．１９ 

 （第４回審査会） 

第１部会で審議 
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